
D ．簡素で効率
的な政府

関係
府省等

対応状況 主な成果 課題 これか らの取 り組み

ホ．その他の制度改革

○行政機関が発行する連携
lC カードについて、運用
方針・技術仕様を作成する
とともに、公的サービスの
広域連携を推進する。

内閣官房
経済産業省

・関係府省連絡会議におい
て、平成13年12月に運用指
針、平成14年3月に技術仕様
を申し合わせた。
・広域的かつ先進的な1．2
のアプリケーションシステ
ムを開発、4地域での実証
実験を実施し、地域連携i
C カードシステムのモデル
を構築した。

政策目標D・IT戦略本部・基本方針（改革工程表） Pagel



D ．簡 轟 で 効 率

的 な 政 府

関 係

府 省 等
対応 状 況 主 な 成 果 課 題 こ れ か らの 取 り組 み

口 ． 歳 出 改 革

（り行政委託型公益法人等改 行政改革推 平成14年3 月29日に 「公益 594法人に係る事務 ・事業、
革の実施計画を決定するふ 進事務局 法人に対する行政の関与の 補助金等について、個別に
（平成13年度内） 関係府省 在り方の改革実施計画」を

閣議決定。
措置内容を決定。
公益法人を使った行政につ
いての透明化 ・合理化ルー
ルを整備。

①行政委託型公益法人等に 行政改革推 関係府省において、 「公益 ③関係府省は、平成17年度
ついて実施計画に従って平 進事務局 法人に対する行政の関与の 末までのできるだけ早い時
成17年度未までゐできるだ 総務省 在り方の改革実施計画」 期に改革を実行する。この
け早い時期に改革を実行す 関係府省 （平成14年 3 月29日閣議決 うち法律改正を要するもの
る。 定）を具体化。

第156回通常国会に 「公益法
人に対する行政の関与の在
り方の改革実施計画」具体
化のための10法案を提出。

については、平成15年度中
に実施する。 （行政改革推
進事務局は、実施計画の実
施につき検討を要する事項
に開し、必要に応じ調整の
任に当たる。総務省は、関
係府省の協力を得て、フォ
ローアップを行う。）

八 ． 規 制 改 革

（り行政委託型公益法人等改
革の実施計画を決定する。

行政改革推
進事務局

平成14年 3 月29日に 「公益
法人に対する行政の関与の

594法人に係る事務 ・事業、
補助金等について、個別に

（平成13年度内） 関係府省 在り方の改革実施計画」を
閣議決定。

措置内容を決定。
公益法人を使った行政につ
いての透明化 ・合理化ルー
ルを整備。
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①行政委託型公益法人等に 行政改革推 関係府省において、－「公益 （診関係府省は、平成17年度
ついて実施計画に従って平 進事務局 法人に対する行政の関与の 未までのできるだけ早い時
成17年度未までのできるだ 総務省 在り方の改革実施計画」 期に改革を実行する。この
け早い時期に改革を実行す 関係府省 （平成14年3 月29日閣議決 うち法律改正を要するもの
る。 定）を具体化。

第156回通常国会に r公益法
人に対する行政の関与の在
り方の改革実施計画」具体
化のための10法案を提出。

については、平成15年度中
に実施する。 （行政改革推
進事務局は、実施計画の実
施につき検討を要する事項
に開し、必要に応じ調整の
任に当たる。総務省は、関
係府省の協力を得て、フォ
ローアップを行う。）

ホ ． そ の 他 の 制 度 改 革

①特殊法人等改革のための 行政改革推 「特殊法人等改革整理合理 14年臨時国会までに対象163 道路関係4 公団、政策金融 ③関係府省は、遅くとも平
法制上の措置、その他必要 進事務局 化計画」 （平成13年12月19 法人のうち118法人の廃止、 機関などの改革の検討 ・具 成17年度未までに法制上の
な措置を最大限前倒しして 関係府省 日閣議決定）を具体化。 独立行政法人化、民営化等 体化。 措置その他の必要な措置を
実施する。 （～平成17年 第156回国会に 「特殊法人等 に向け法改正等の所要の措 講じ、整理合理化計画を実
度）－ 整理合理化計画」具体化の

ための10法案を提出。
置。

特殊法人等の役員給与を約
1割、退職金を約3割削
減。

施する。
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D ．簡 轟で効 率

的な政 府

関係

府省等
対応状 況 主 な成 果 課題 これ か らの 取 り組み

ホ ．その他 の 制度 改革

（4）産業発掘戦略
（聖域を排した民業拡大）

関係府省 特殊津人等改革整理合理化
計画 （平成13年12月19日閣

徹底した事業見直しによ
リ、14年度予算における特

道路関係4公田、政策金融
機関などの改革の検討・具

③③　 遅くとも平成17年度
未までに法制上の措置その

関係府省は、国民の利益の 議決定）の具体化を推進。 殊法人等向け財政支出を1．1 体化。 他の必要な措置を講じ、整
観点にたち、徹底した行政 自動車安全運転センター法 兆円削減。15年度予算案に 密合理化計画を実施する。
改革を行い、特殊法人等や
国営施設の見直し、民営化
を推進する。

の改正法案など特殊法人等
整理合理化計画具体化のた
めの10法案の国会提出。

おいても2400億円削減。

14年臨時国会までに対象163
法人のうち118法人の組織形
態について辟止、独立行政
法人化、民営化等の措置。

特殊法人等の役員給与を約
1割、退職金を約3割削
減。

政策目標D・行革事務局・基本方針2002（経済活性化戦略） Pagel



D ． 簡 秦 で 効 率

的 な 政 府

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 これ か らの 取 り組 み

ホ ． そ の他 の 制 度 改 革

（郵政事業） 内閣官房 ・平成14年9月、 「郵政三幸 ・報告書において、民営化 ①第156回国会会期末
・公社化後の在り方につい総務省 業の在り方について考える を実施するとした場合由典 ②平成15年末
ては、上記 「郵政三事業の 懇談会」が報告書を取りま 型的類型、民営化するとし ③それ以降

（上記（り～③全て該当）
在り方について考える懇談
会」で1年程度かけ民営化

とめ、公表した。 た場合に留意すべき事項
等、公社化後の在り方につ

問題を含めた具体的な検討 いて考えるに当たっての ・懇談会報告書を踏まえ、
を行う。 様々な論点が示された。 国民的議論を進める。
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●　　　　　　　　　　　●

D．簡素で効率
的な政府 対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

口．歳出改革
○総人件費の抑制
・地方における公務員給与
のあり方
（注）本件は、人事院に対

して検討を要請しているも
のである。

人事院
総務省

・r地域における公務員給与の
在り方の見直しを給与配分の適
正化の観点から適切に進めてい
くためには、本府省と地方の配
分や世代間の配分等にも目を配
りながら、俸給制度や地域関連
手当をはじめとする諸手当の在
り方の抜本的な見直しを行う必
要がある。地域における公務員
給与の問題は、公務の労使など
関係者が多く、また、各府省の
人材確保や人事異動への配慮も
必要であるほか、地方公共団体
にも影響することなどから、幅
広く深い検討を早急に必要とす
るものであり、人事院として
は、学識経験者を中心とする研
究会を直ちに設置し、関係各方
面と幅広く意見交換しながら、
早急に結論を得ることができる
よう、具体的な検討を進めてい
く」旨、平成14年給与勧告の
際の報告において言及。
・平成14年9月には、学識経
験者からなる「地域に勤務する
公務員の給与に関する研究会」
を設置し、12回にわたって開
催。（年度末時点、予定）
・同研究会では、平成15年3
月3日に、これまで委員から出
された意見を要約したr中間整
理」をとりまとめ。（HP上で公
表）

本年5月頃を目途に、同
研究会により基本的な方向
について報告される予定で
あり、この報告を受けて、
各方面の意見等を踏まえつ
つ、平成15年夏の人事院
勧告における対応について
検討することとしていると
ころ。

政策目標D基本方針2002（制度・政策改革集中審議） Pagel



D ． 簡 轟 で 効 率

的 な 政 府

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 これ か らの 取 り組 み

二 ． 金 融 シス テ ム 改 革

直接金融市場の整備／公的 内閣官房、 ・経済財政語間会議におい ・政策金融機関の大胆な統 ・現下の厳しい経済金融情 ①～③経済財政諮問会議の
金融を見直す。 内閣府 て、平成14年10月7日 「政策 合集約化等、抜本的改革を 勢に鑑み、民間金融機能の 結論を踏まえ、経済情勢を

金融の抜本的改革に関する 3 段階で進めていく方針を 正常化への道筋を踏まえつ 見極めつつ、さらに検討を
基本方針」を取りまとめ、 経済財政諮同会議として取 つ、民間部門の自由かつ自 進めるとともに、適材適所
更に、この基本方針に沿っ リまとめた。 発的な活動を最大限引き出 の経営責任者任用、特殊法
て、平成14年12月13日に し、金融資本市場の効率化 人等整理合理化計画の着実
「政策金融改革について」
を取りまとめた。

を図る， な実行等の措置を講じる。

政策目標D・内閣府・基本方針2002（経済活性化） Pagel



●　　　　　　　　　　　●

D．簡素で効率
的な政府

対応状況 主な成果 課題 これからの取り組み

二．金融システム改革
3．不良債 の集中的な処
理が行われる間における政
策金融の活用

政策金融については、不
良債権の集中的な処理が行
われる間においては、中小
企業金融等金融の円滑化に
万全を期すため、市場本来
の機能が最大限発揮される
よう適切な配慮を行った上
で、セーフティ・ネットの
整備、企業再生、金融機能
の再生・発展等に政策金融
を積極的に活用する。この
観点を含め、その在り方に
ついて、経済財政諮問会議
において、「政策金融の抜
本的改革に関する基本方
針」に沿って、引き続き検
討を進め、年内に結論を得
る。

内閣官房、
内閣府

・経済財政諮問会読におい
て、「政策金融の抜本的改
革に関する基本方針」に
沿って、平成14年12月13日
に「政策金融改革につい
て」を取りまとめた。

政策金融機関の大胆な統合
集約化等、抜本的改革を3段
階で進めていく方針を経済財
政諮問会議として取りまとめ
た。

に鑑み、民間金融機能の正常
化への道筋を踏まえつつ、民
間部門の自由かつ自発的な
活動を最大限引き出し、金融
資本市場の効率化を図る。

・経済財政諮問会議の結論を
踏まえ、経済情勢を見極めつ
つ、さらに検討を進めるととも
に、適材適所の経営責任者任
用、特殊法人等整理合理化計
画の着実な実行等の措置を講
じる。

政策目標D・内閣府・改革加速のための総合対応策 Pagel



D ． 簡 素 で 効 率

的 な 政 府

関 係

府 省 等
対 応 状 況 主 な 成 果 課 題 これ か らの 取 り組 み

ホ ． そ の 他 の 制 度 改 革

（4）産業発掘戦略 ・汎用受付等システムの整備 ・システム整備中のため具体 ①オンライン化対象手続の拡
総務省、関係府省は、情報
開示の推進等を含め電子政
府・電子自治体を推進し、原
則すべての国民との間の手
続きの電子化を平成15年度
中に実施する。また、関係府
省は、IT S、G lSの本格的普
及、医療や防災等の公共分
野における汀化加速、電子

的な成果は発生していない。 充に向けてシステムの改修作
業を進める。
②上記作業を継続
③上記作業を継続

・電子認証局の設置・運営 ・システム整備中のため具体 ①認証局の監査に向け準備を
商取引等を推進するととも
に、電子入札を積極的に進
める。

的な成果は発生していない。 進める。
②年末までに認証局の監査を
実施
③次期監査に向け準備を進め
る。

・標準仕様の作成中 ・標準仕様の作成中のため具
体的な成果は発生していな
い。

（郭標準仕様の作成を継続
②上記作業を継続
（診平成15年度未までに作成を
終了し、都道府県の警察機関
に提示する。

・電子入札・開札システムの整 ・システム整備中のため具体 （訂システム整備に向け作業を
備に向け、資料招請等を開始 的な成果は発生していない。 継続

②上記作業を継続
③平成15年度未に試験運用を
開始する予定

政策目標D・警察庁・基本方針2002（経済活性化戦略） Pagel


